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平成の市町村合併で全国市町村数は約半数になったが、合併の組み合わせで市町村間の結びつき (空
間的相互依存性)は十分考慮されていないようである。そこで本論文では理論モデルとして代表的個
人モデル、計量モデルとして空間自己回帰モデルを用いる合併パターン評価手法を提案する。対象
の隣接市町村ペアとそれ以外の空間自己相関項係数の制約条件の検定で判断する。適用例としての
実証研究では宮城県の合併以前の市町村財政支出データ・ベイズ推定を用いる。
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1 はじめに1

平成の市町村合併で全国市町村数は約半数になっ
たが、合併の組み合わせで市町村間の財政的な結
びつき (空間的相互依存性)は十分考慮されていな
いようである。そこで本論文では理論モデルとし
て代表的個人モデル、計量モデルとして空間自己
回帰モデルを用いる合併パターン評価手法を提案
する。対象の隣接市町村ペアとそれ以外の空間自
己相関項係数の制約条件の検定で判断する。適用
例としての実証研究では宮城県の合併以前の市町
村財政支出データ・ベイズ推定を用いる。
本論文の構成は次の通りである。第 2節では研

究の背景について述べるとともに、分析の必要性
を主張する。第 3節では空間自己相関モデルによ
る市町村合併パターンの評価を提案する。第 4節
では実証分析で用いるデータを説明する。第 5節
では推定結果を示し、分析および考察を行う。第 6
節では本研究のまとめを行う。

1 本論文は応用地域学会第 21回研究発表大会 (2007年 12月 9
日)で発表予定である。(作成日: 2007/12/1)

2 研究の背景
(1) 市町村合併の現状

地方財政の改革が叫ばれてすでに久しい。 その
うち市町村合併については、1998年度末に全国で
3232 あった市町村数が、2005 年度初で 2521 に、
2006年度初には 1821となった。
この 7年間で市町村数が約半分になろうかとい

う劇的な変動期において、合併についての経済学
的な指標はややもすると新自治体の人口や歳出・歳
入などの合算を中心に議論されているようである。
規模だけではなく、市町村間の結びつきの強弱が
合併すべきか否かにおいて重要であることは論を
待たず、合併の判断基準として空間的影響があま
り考慮されていない現状には疑問が残ると言える。
特に将来的には自治体の合併問題の議論において
空間的影響の考慮が不可欠となると思われる。
さらなる市町村合併や今後ますます議論される

であろう道州制でも、周辺の自治体 (都道府県)と
の相互依存関係の具体的分析は重要であり、その
ための手法の開発が期待されている。
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